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研究要旨 本研究では、医療者の診察行動を客観的指標と主観的指標の両側
面から確認することを目的とした。まず、患者に対して、さまざまな情報提
供や説明を行う際の必要な行動をいくつかリストアップし、それに基づいて
第三者が観察を行った。それと並行し、別の医療者集団に対して、リストの
行動を自分がどの程度実行しているのかを主観評価を質問紙調査で求めた。
これらのデータを組み合わせ、診察場面における実際を検討した。その結果、
客観・主観が一致していたのは治療や疾患に関する説明であり、主観評価と
観察が異なっていたのは社会生活の把握に関する行動であった。 

 
 
A．研究目的 
 医療現場において、意思決定支援は重要な
テーマのひとつである。治療の方針や、今後
の人生をどのように過ごすかといった事柄は、
できる限り本人（患者）が意思決定すること
が望ましい。「認知症の人の日常生活・社会生
活における意思決定支援ガイドライン」（厚生
労働省，2018）において、医療サービスを受け
る患者本人の特性に配慮したうえで、支援を
行う必要性を指摘している（2018）。このガイ
ドラインでは、認知症の程度にかかわらず、
（患者）本人には意思があり、それぞれが意
思決定能力を有していることを前提としてい
る。さらに、年齢によって認知能力は低下す
ることが明らかであることから、認知症とい
う明らかな診断がない場合であっても、高齢
者に対する意思決定支援には十分な配慮が求
められるといえる。 
このような状況を受け、筆者らは、現状の医
療現場で見られる意思決定困難な高齢患者の
特徴とその支援対応に関して、熟練医師に対
するインタビュー調査を、平成 29年度実施し
た。その結果、認知能力のアセスメントと対
応スキルを整理することで、高齢患者に対す
る支援を構築できることが明らかとなった。
そして、医療者らに意思決定支援に関する知
識や支援のあり方を伝える手法として教育プ
ログラムを平成 30 年度に開発している。この
プログラムを実装するためには、一般的な診
療場面において、どのようなアセスメントが

実施され、意思決定支援や認知症に対する配
慮が見られるのか、また不足している点は何
かといった医療場面の実態をふまえた上で、
導入を検討していくことが喫緊の課題である。
そこで本研究では、意思決定支援に必要であ
る診察行動を具体化し、診察場面を横断的に
観察することによって、医療者の行動とそれ
に対する患者の反応を明らかにすることを目
的とする。 
 
 
B．研究方法 
研究手法 ①観察調査、②質問紙調査 
対象 ①調査協力が得られた医療機関 Xを 11
月から 12 月に受診した 70 歳以上の高齢がん
患者（N=152）とその診察場面に立ち会った医
師・看護師、②2019 年度に全国 2カ所で実施
したセミナーに参加した医療関係者 180 名
（男性 26名、女性 154 名、平均年齢 41.4 歳） 
手続き ①については「高齢者のがん医療の
質の向上に資する簡便で効果的な意思決定支
援プログラムの開発に関する研究」（平成 31
年度厚生労働科学研究費補助金・がん対策推
進総合研究事業、研究代表：小川朝生）におい
て実施されたレジストリ構築研究において、
観察開始から一ヶ月間からのデータを抽出し
た。②については、本研究代表者と分担者が
共同で行った、医療者対象のセミナーにおい
て、研究に対して協力を得た参加者に対して
アンケートを実施した。それぞれのデータを
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用いて、診察場面において、「認識の確認・動
機づけ」「治療選択の理解」「社会生活の把握」
「理解や認知にあわせた調整」の実施に関す
る客観的指標（観察）と主観的指標（質問紙）
のマッチングを行い、両側面からの実態調査
を行った。 
質問紙評価項目 セミナーの開始前、「現在の
自分自身の振る舞いについて」というテーマ
で、10項目の診察行動を提示し、それぞれに
対して「実施している」「していない」「該当な
し」の 3択での回答を求めた。 
観察項目 調査員が診察に立ち会い、＜患者
の状態に関する質問（病状・IADL）＞＜理解に
関する質問＞＜治療に関する説明＞＜情報量
の調整＞（以上、すべてカテゴリ名）といった
意思決定支援に資するいくつかの診察行動に
ついての実施有無を記録した。 
 
 
（倫理面への配慮） 
各種調査票は無記名とし、研究用 IDによっ
て管理したうえで、観察データは協力機関
X から持ち出さないこと、質問紙データは
速やかにデータ化して紙媒体は鍵付きロッ
カーに保管した上でデータは暗号化して記
憶媒体に保存した。観察調査対象となる患
者に向けては WEB 上ならびに院内の掲示板
にて概要をまとめた文書を公開し、希望者
がいれば参加拒否が可能な体制を構築した。
質問紙調査については、実施前に調査協力
依頼ならびに倫理配慮についての文面を表

紙に記載し、改めて調査者が音読したのち、
協力する者のみ回答するように求めた。 
 
 
C．研究結果 
１）観察指標と質問紙項目の整理 
観察研究でチェックの対象となっていた指
標と、質問紙での項目の整理を行った。その
結果、8項目で一致するものがあり、これらの
行動について、客観的・主観的な評価が行わ
れていることが明らかとなった。その項目は
表 1に示す。 
 
２）客観的・主観的評価 
 各項目について、客観的・主観的評価の両
側面から、医師・看護師のそれぞれが実際に
実行している率（観察）と実施していると認
識している確率（質問紙）を算出した。その結
果を表 2 に示す。なお、左軸の項目について
は、表 1に記した項目番号に対応する。 
 この結果、医師の行動として、治療や病状
についての確認行動（項目 1〜4）や、患者に
合わせた情報伝達（項目 7、8）は客観的にも
主観的にも実施率が高いことが確認された。
これに対し、日常生活についての質問（項目
5、6）は主客の評価に40%以上の差がみられた。
半数以上の医師が「実施している」と評価し
ているが、観察上ではその実施が 2 割前後で
あった。 
 また、看護師については、観察調査の協力
機関 X では診察場面に限り、質問紙調査では

観察項目 質問紙項目

1 目的・経緯の確認 来室時、受診の目的や治療の方針について確認をする

2 認識の確認 患者自身の病気についての認識を質問する

3 治療方針・目的の明確化
治療に関して、全体方針と目的（根治、進行の抑制等）を説
明する

4 治療に関する理解の確認 説明を行ったあと、理解度を確かめるための質問をする

5 IADLに関する把握
日常生活動作（買い物や食事準備、入浴など）についての質
問をする

6 服薬の自己管理の確認 服薬しているものの種類や管理状態について質問する

7
患者の捉え方（認識，フレーム）
にあわせた説明方法をしている

患者が回答にこまるときは、質問をより具体的かつクローズ
なものに言い換える

8
わかりやすい表現、文字や図、表
を用いる

患者の理解が浅いときは、説明の方法を変更する（グラフを
使う、言葉の言い換えなど）

表 1 観察・質問紙調査項目の対応 
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入院中や診察室以外での場面も含んだ回答と
なったため、全体的に主観と客観の差が大き
い結果となったそのなかでも特に 50%を超え
る差がみられたものは日常生活に関する質問
（項目 5、6）であった。とくに服薬に関する
質問については医師・看護師共に観察では 20
〜30%の実施率にとどまっていた。 
 
表 2 観察調査・質問紙調査の実施率集計 

項目 
医師  看護師 

観察 質問紙  観察 質問紙 

1 88% 91%  41% 79% 

2 95% 73%  44% 87% 

3 99% 91%  64% 55% 

4 97% 83%  75% 87% 

5 21% 68%  45% 96% 

6 22% 59%  28% 87% 

7 74% 82%  41% 87% 

8 83% 91%  46% 87% 
 
  
D．考察 
 本研究では、認知症である可能性をもつ高
齢者患者に対して、その治療方針決定を含む
対応支援を行う際、重要になる診察行動のい
くつかについて、観察調査から得られた客観
的データと質問紙調査から抽出された自己評
価データを用いて、その実態についての検討
を行った。これは、実際の場面におけるプロ
トコルを収集し、現在の臨床医たちが行って
いる対応のなかで核となる部分を抽出するこ
とで、人工知能を活用して不調の早期発見を
目指す本課題の基盤となりうる検討であった。 
 その結果、支援対応として第一に重要であ
る病状や治療方針の説明や理解促進に関する
取り組みは、多くの医療者が実施していた。
治療を主導する医師による行動実施がほとん
どであるが、治療についての理解を促進する
ために「患者本人に質問する」という行動に
ついては、看護師もフォローアップとして行
っている実情が見出された。しかしながら、
治療と地続きとなる日常生活についての動作
確認や薬の管理についての確認は、医療者ら
の主観と観察の結果に差が見られ、客観的に
みて不十分である可能性が示された。このよ
うな IADL は、退院など治療がひと段落したあ

との支援や介護に直結することが知られてお
り、事前に医療者らが把握した上での治療方
針決定が望まれる事項である。 
 今後の展望として、医療現場で実施されて
いる医療者ならびに患者の言動について、さ
らに詳細なデータ収集を目指す。これは、本
課題の中核テーマである早期発見と適切な治
療方法提案を実践できる人工知能活用に不可
欠な基盤データとなりうることが期待できる。
またそれと同時に医師や看護師だけでなく、
医療全体として患者に対する理解の確認や
IADLの把握についてのリテラシーを高めるた
めの教育的介入方法について検討していく。 
 
 
E．結論 
 医師や看護師は、高齢の患者に対して病状
や治療内容についての確認を行なっているこ
とが確認された。しかし IADL の把握に関して
は、医療者の自己評価と、観察から得られる
客観評価に開きが見られるうえ、他の行動項
目からみても実施率が低いことから、患者の
状態を把握して適切な治療を提案するために
必要な行動をさらに確認していく必要が見出
された。 
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